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インドネシアにおけるテロ脅威 
テロ発生状況とテロ組織の動向 

Terrorist Trends and Prospects in Indonesia 

はじめに 

2001 年 9 月 11 日の米国同時多発テロ事件（9・11 同時多発テロ事件）は，世界を震撼させた，永く人々の

記憶に残る事件であった。この事件では 24 名の日本人が犠牲となったが，犠牲者の中にはニューヨークに事

業所を置く日本企業の従業員も含まれている。もちろん，9・11 同時多発テロ事件以前からテロは世界各地

で発生しているが，とくに近年，ロンドン同時多発テロ事件（2005 年），ムンバイ同時多発テロ事件（2008

年）やジャカルタ爆弾テロ事件（2009 年）など，テロ事件が頻発している。また，ムンバイ同時多発テロ事

件では日本人が巻き込まれたことから大きく報道され，我が国でも，徐々にではあるが，テロの脅威がより

身近に捉えられるようになってきている。 

テロは人為的な災害であり，その発生は実行主体（テロ組織等）の意図や能力のみならず，標的の脆弱性

（対策の有無や警備・警戒態勢）に依存するため，テロが「いつ」「どこで」発生するかを予測することは極

めて困難である。しかしながら，情勢を把握した上で，過去に発生したテロ事件やその実行主体であるテロ

組織の性格・特徴を整理し，その脅威について定性的に分析することは，今後発生するかもしれないテロの

形態を想定し，対策を講じる際に有用であると思われる。 

世界各地に日本企業が進出し，多くの駐在員やその家族が生活している今日，テロ対策の強化は企業にと

って課題のひとつである。対策を講じるためには，まず，各国の情勢を把握することが重要であるが，ここ

では，近年，日本企業の進出が著しいアジアに焦点を当て，とくに，テロの脅威に直接的に曝されているイ

ンドネシアを対象として，インドネシア国内で懸念されているテロの脅威について分析する。また，分析に

基づいて，インドネシア国内でとるべきテロ対策についても触れることとする。 

 

1. インドネシア情勢 

1.1 概要 

インドネシアは，全人口約 2 億 2,800 万人（2008 年政府統計），世界第 4 位の人口を抱えており，そのうち，

イスラム教徒が 88%以上を占める世界一のイスラム大国である。また，首都ジャカルタの人口は約 914 万人，

在留邦人数は 11,263 人（2009 年 10 月現在，ただし在留届に基づく）である。 

国土面積は約 189 万平方キロメートル（日本の約 5 倍）であり，無数の島（約 1 万数千）によって構成さ

れている（図 1）。 
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図 1 インドネシア地図1 

 

インドネシアは，大統領制及び共和制を敷いており，2009 年 10 月 20 日にスシロ・バンバン・ユドヨノ大

統領が就任した（二期目，任期 5 年）。外務省の資料によれば，インドネシアの主要産業は，鉱業（石油，天

然ガス，アルミ，錫），農業（米，ゴム，パーム油）及び工業（木材製品，セメント，肥料）であり，2009

年の名目 GDP は 5,613 億ドル（1 人あたり 2,590 ドル），経済成長率は 4.5%である2。ここ数年，欧米の経済

危機等に直面しながらも，政府による金融安定化政策や景気刺激策により比較的高い成長率を維持している。 

主な貿易相手国（地域）は，輸出が EU（13.9%），日本（12.3%），米国（10.7%），輸入が中国（17.3%），

日本（12.6%），シンガポール（11.9%）であり3，主な貿易品目は，輸出入ともに石油・ガスが占める割合が

高く，輸出では鉱物性燃料や動物・植物油，輸入では一般機械機器及び機械・電機部品が挙げられる。対日

貿易に限ってみれば，日本への主要輸出品目は，石油・天然ガス，機械機器，銅鉱，エビ，天然ゴム，合板

等であり，主要輸入品目は，一般機械，電気機器，輸送用機器等である。 

また，兵役は志願制であり，インドネシアが抱える兵力は，正規軍 39 万人（陸軍約 30 万人，海軍約 6 万

人及び空軍約 3 万人）である。 

 

1.2 インドネシアにおけるテロ脅威 

インドネシアにおけるテロ脅威の分析を行うにあたり，まず，「テロ」を定義する必要があるだろう。そも

そも，テロリズム（Terrorism）とは，人々の恐怖心を利用し，特定の政治目的を果たすために行使される組

                                                           
1 外務省「インドネシア地図」（http://www mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/indonesia/kn3_01_0001 html）。
なお，白部分がインドネシア。 
2 本項で示すデータは，外務省「インドネシア共和国」（http://www mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/data html）を参照。 
3 ただし，石油・ガス部門を除く。本文中の数字は政府統計によるもので，2009 年の総額。 
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織的暴力を容認する主義を指す。現代において使用されている「テロ」という用語については，国際的に確

立された定義は未だ存在せず，国家機関や専門家がそれぞれ定義しているといってよい。 

そこで，本稿で用いるテロについては，「主として非国家アクターが，不法な力の行使またはその脅しによ

って，公共の安全を意図的に損なう行為につき，国家機関と社会の一部ないし大部分が恐怖，不安，動揺を

もって受けとめる現象」と定義する4。ここで注目すべき点は，行為の主体が主に「非国家アクター」と限定

されていることにある。すなわち，ここでいうテロとは，戦争に代表される国家対国家の伝統的かつ対称的

な暴力行為とは異なり，主に個人や集団（宗教や特定の政治思想の下に集まった組織等）が，自らの政治目

的（体制の転換等）を果たすために国家や社会に対して行う暴力行為である。この暴力行為を是とし，実際

の手段として利用する個人や集団を「テロリスト」や「テロ組織」と呼ぶ。 

テロの脅威を構成する要素は 2 つある。ひとつは「能力」であり，もうひとつは「意図」（目的や動機）で

ある。この 2 つの要素が揃ってはじめて相手に脅威を与えることになる。このような観点に立てば，インド

ネシアは，「能力」と「意図」を兼ね備えたテロ組織の存在によって，常にテロの脅威に曝されているといっ

てよいだろう。もっとも代表的なテロ組織が国際テロ組織「ジェマ・イスラミア（Jemaah Islamiya: JI）」5で

ある。 

詳細については後述するが，JI は，インドネシアを拠点とし，インドネシア，マレーシア，タイ南部，シ

ンガポール，ブルネイ及びフィリピン南部におけるイスラム教カリフ統治国（預言者ムハンマドの後継者に

よって統治されるイスラム国家）の樹立を目的として活動する集団であり，9・11 同時多発テロ事件の首謀

者であるオサマ・ビン・ラディン率いる国際テロ組織「アル・カーイダ（Al Qaeda）」とのつながりも指摘さ

れている。インドネシア国内では，とくに 2002 年以降，JI による都市部や観光地での爆弾テロ事件が続いて

おり，現在もなお，テロの脅威は変わらず存在している。 

また，インドネシアでは，一部の州において分離独立運動が長年にわたって継続されており，とくにアチ

ェやパプアでは，インドネシアからの独立を目指す武装集団による暴動やテロの発生が懸念されている。こ

のように，インドネシアには，国際テロ組織によるテロの脅威のみならず，国内で独立運動を展開する集団

によるテロの脅威にも曝されているといってよい。 

 

2. インドネシアのテロ対策 

テロ撲滅のため，インドネシア当局によって続けられているテロ対策についても，ここで述べる必要があ

るだろう。9・11 同時多発テロ事件を契機として，テロ対策の必要性が世界的に叫ばれる中，世界最大のイ

スラム人口を抱えるインドネシアもまた，テロ対策の強化を迫られた。9・11 同時多発テロ事件以前，イン

ドネシアにはいわゆる「反テロリズム法」（反テロ法）は存在しなかったが，2002 年 10 月 12 日にバリ島爆

破テロ事件が発生し，国内外から反テロ法の制定を求める声が急激に高まったことにより，事件直後の 2002

年 10 月 19 日には，テロ対策の一環として，「テロ犯罪撲滅に関する法律に代わる政令」（「政令第 1 号」及び

「政令第 2 号」）が制定，施行された6。この政令は当面の措置として定められたものであるが，2003 年 3 月

には法律に格上げされている。 

                                                           
4 宮坂直史，2004，『日本はテロを防げるか』筑摩書房。 
5 ジェマ・イスラミア（JI）は，2002 年，米国務省により「海外テロ組織（Foreign Terrorist Organization: FTO）」に指定さ

れた。（United States Department of State, Office of the Coordinator for Counterterrorism, 2010 “Country Reports on Terrorism 
2009,” pp.258-259.） 
6 権香淑，2003，「インドネシア――テロ対策に関する立法動向」『外国の立法』215。 
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とくに，「政令第 1 号」は，テロに関する基本的な規定を盛り込んだものであり，本政令ではテロリズムを

「公衆を恐怖又は危険に晒し，公衆の自由を侵し，公衆の死又は重大かつ戦略上重要な物体の破壊を引き起

こす全ての暴力的行為」と定義した7。この場合，小規模な威嚇射撃や核攻撃に至るまで，「行為」の主体や

規模は問わず，あらゆる「暴力的行為」をテロとみなす。 

反テロ法制定の主な目的は，テロ行為への加重処罰を可能にし，容疑者の身柄拘束に関する特例を容認す

ること，すなわちテロリストに対する取り締まりの強化にあり，法律制定以降一定の成果を上げている。し

かしながら，テロ対策を一方的に強化することは，テロとは無関係のイスラム教徒に対する不当な拘束や差

別的な扱いを助長することにつながりかねず，国内世論の反対を受けることから，世界最大のイスラム国家

であるインドネシアは常にバランスのとれた政策を実行することが求められている。そのため，反テロ法の

整備は実現したものの，他国と比べてテロ対策を支える法的環境が脆弱であるともいわれている。 

ここで，インドネシア政府，とくにインドネシア国家警察が具体的に取り組んできた対策として，以下 3

点を紹介したい8。なお，対象となった主なテロ組織は，前述の国際テロ組織「ジェマ・イスラミア（JI）」で

ある。第一に，テロリスト・セル（Terrorist Cells，テロ組織の小集団や下部組織のこと）の解体によってテ

ロ組織の弱体化を図ったことが挙げられる。警察当局は，組織幹部の拘束もしくは殺害，武器や爆発物等の

押収を目的として，テロ組織の拠点に対する急襲捜査を継続的に実施した。第二に，マネー・ロンダリング

対策及びテロ資金対策に関する取り組みである。2003 年 9 月に，マネー・ロンダリング対策に関する法律（2002

年制定）を改正し，適用対象額の上限撤廃や厳罰化を実現した。また，インドネシア政府は，米国等の支援

を受けながら，テロ組織の金融資産凍結や疑わしい取引の報告など金融監督機能の強化を図った。 

第三に，「脱過激化（De-radicalization）プログラム」の継続的な実施である。本プログラムは，拘束したテ

ロリストの中でも，穏健な思想を受け入れる可能性の高い人物に対し，精神的な支援やその家族に対する経

済的支援を行うものである。これには，主にふたつの目的があり，ひとつは，警察当局が与える支援と引き

換えに，当該人物からテロ組織のネットワークに関する情報を入手することにある。もうひとつは，当該人

物の「脱過激化」によって，刑務所等で日常的に行われているテロリストの「リクルーティング」（勧誘）効

果を減少させることにある。 

これらのテロ対策は，JI 等テロ組織の実行能力を低下させ，テロの発生を抑止することに寄与したと考え

られる。2005 年のバリ島爆弾テロ事件以降，2009 年 7 月 17 日のジャカルタ爆弾テロ事件発生までの間，外

国人を狙った大規模な国際テロは発生しなかったという事実がそれを証明している。しかしながら，その間，

インドネシア当局は JI が有する海外のネットワークや「スリーパー（Sleeper）」9の拠点などを摘発，掃討す

ることに失敗しており，このことが JI のテロ実行能力を温存させ，数年間の準備期間を経て，2009 年のテロ

事件が成功裏に実行されたともいわれている。 

なお，2009 年 9 月 16 日から 17 日にかけて，上記ジャカルタ爆弾テロ事件（2009 年）の首謀者とされるヌ

ルディン・モハメド・トプは，潜伏先の中ジャワ州でインドネシア国家警察の対テロ部隊との銃撃戦の末，

死亡した10。ヌルディン・トプは，東南アジアでもっとも恐れられたテロリストの一人であり，JI 強硬派の指

                                                           
7 同上。 
8 公共政策調査会編，2009，『国際テロに関する国別報告書――米国務省報告書』を参照。 
9 スリーパーとは，テロ等作戦の実行までは敵対国や第三国において普通の市民として生活しながら諜報活動や工作活動

に従事する工作員のこと。 
10 同年 8 月 7 日から 8 日早朝にかけて，警察当局によって潜伏先を急襲され，銃撃戦の末に死亡したと報道されたが，

DNA 鑑定の結果，ヌルディン・トプではないことが判明し，当時は大きな波紋を呼んだ。 
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導者であった。また，2010 年 3 月には，2002 年のバリ島爆弾テロ事件において爆弾製造に関わったとされる

JI 幹部ドゥルマティンの死亡も確認された。ドゥルマティンは，米国政府から多額の懸賞金がかけられてお

り，インドネシア当局は，相次いで「大物」を殺害したことで，2009 年のテロ事件で着せられた汚名を返上

するべく，その成果を強調している。 

とくに，ヌルディン・トプは，2003 年以降，インドネシアで発生したほとんどの爆弾テロ事件を首謀した

人物といわれており，ヌルディン・トプの死亡が JI の今後にどのような影響を与えるかは現時点では不透明

である。しかしながら，JI にとって，指導者の不在は痛手となるかもしれないが，不安材料が減ったと判断

するのは早計であろう。JI のネットワークは海外にも広がっており，他にも摘発を逃れた爆弾製造能力を持

つ構成員が多くいると見られるからである。 

実際，急襲の対象となったヌルディン・トプの潜伏先では，計 4 人の死亡が確認される一方，約 200 キロ

グラムの爆薬，手榴弾やライフル銃などが押収された。また，2009 年 8 月に発見された JI 強硬派グループの

別の拠点からも大量の爆発物や爆弾を搭載した自動車が押収されている。インドネシア国家警察は，同グル

ープにおいて，同年 8 月 17 日の独立記念日にあわせて，ユドヨノ大統領を狙ったテロ計画があったとの見方

を示している11。 

このように，インドネシア当局による不断の努力が続けられているものの，大量の爆薬を調達し，テロ実

行計画を練るなど，JI のテロ実行能力が衰退しているとはいえず，現在もなお，インドネシアにおいてテロ

が発生する可能性を否定することはできない。 

 

3. インドネシアのテロ発生状況 

それでは，インドネシアでは近年，どのようなテロが発生しているのか。米国の国家テロ対策センター

（National Counterterrorism Center: NCTC）12が公開しているデータベースに基づき，インドネシアにおけるテ

ロの発生状況について概観する。 

NCTC が公開しているデータベースによれば，2004 年 1 月 1 日から 2009 年 12 月 31 日までの 5 年間にイン

ドネシアで発生したテロ事件は 193 件13であり，ジャカルタ等 4 地域における死傷者数の累計は以下のとおり

である（図 2）。なお，これは，あくまでも NCTC の定義に基づいて収集されたデータであり，爆弾や IED

（Improvised Explosive Device，簡易爆弾）によるテロ以外にも，放火，誘拐，拉致や暗殺等も含まれている

ことに留意されたい（図 3）。 

インドネシアにおけるテロは，その実行主体や発生場所から，国際テロ（外国人を標的にする等，国際的

なインパクトを狙うもの）と国内暴動・テロ（分離独立運動等，主に国家体制や内政の転換を狙うもの）に

類型化することができる。本節では，国際テロと国内暴動・テロの発生状況について概観するが，国民の安

全や我が国の経済権益を鑑みれば，当然ながら，前者が与える脅威の方が重大である。 

                                                           
11 証言によれば，2002 年のバリ島爆破テロ事件で逮捕されたテロ実行犯の死刑執行に対する復讐を目的として，ユドヨ

ノ大統領私邸を狙ったテロ計画があったとされる。実際，摘発された潜伏先も大統領私邸から車で 12 分のところにあり，

計画の具体性を物語っている。 
12 National Counterterrorism Center, “World Incidents Tracking System” (https://wits nctc.gov/). NCTC は，9・11 同時多発テロ事

件を契機に創設された機関であり，2004 年以降に発生したテロ事件（NCTC の定義に基づく）をデータベース化して無

料で公開している。 
13 現在，NCTC のデータベースに登録されているテロ事件の発生件数（2004 年 1 月 1 日～2009 年 12 月 31 日）は，全世

界で 70,951 件である。 
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図 2 インドネシアのテロ発生状況（場所／死傷者数（人）） 
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図 3 手段別テロ発生件数の推移 

 

3.1 国際テロ 

近年，インドネシアで発生した大規模な国際テロ事件は次ページ表 1 のとおりである。本稿ですでに触れ

ている事件も含まれているが，いずれの事件にも，前述の国際テロ組織「ジェマ・イスラミア（JI）」が関与

したといわれている。 

詳細については後述するが，JI は，欧米（とくにキリスト教圏）の権益を主な対象とし，米系ホテルやレ

ストラン等のソフトターゲット14を標的とすることが多いといわれている。過去の事件を見れば，大使館等が

集まる都市部（とくにジャカルタ）や外国人観光客が多い観光地（バリ島など）において，自動車爆弾や自

爆（IED 等）を利用した爆弾テロを引き起こし，主に外国人を殺傷するのみならず，大多数の目前で爆発さ

せることによって心理的な恐怖を人心に植えつけるという共通した選好を有していることがわかる。 

 

                                                           
14 軍事基地や政府機関等，警備の厳重な施設や建物（ハードターゲット）に対し，不特定多数が集まり警備を強化する

ことが困難な商業施設（ホテル，レストランやショッピングモールなど）を「ソフトターゲット」と呼ぶ。警備が手薄に

なりがちなためテロの実行可能性が高いうえ，多数の死傷者を出し，社会に与えるインパクトが大きいことから，近年，

テロリストが標的にするケースが増えている。 
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表 1 近年インドネシアで発生した国際テロ事件 

11人（自爆犯含む）
／約50人

23人（自爆犯含む）
／129人
（日本人1名死亡）

9人／約150人

12人／約150人

202人/209人
（日本人2名死亡）

死者数／負傷者数

自爆
（2人）

自爆
（3人）

自動車爆弾

自爆
自動車爆弾

自爆
自動車爆弾

手段

ホテル

レストラン

大使館

ホテル

ディスコ
バー

標的

ジャカルタジャカルタ爆
弾テロ事件

2009年7月17日

バリバリ島爆弾テ
ロ事件

2005年10月1日

ジャカルタオーストラリ
ア大使館前
爆弾テロ事件

2004年9月9日

ジャカルタJWマリオット

ホテル
爆弾テロ事件

2003年8月5日

バリバリ島爆弾テ
ロ事件

2002年10月12日

場所名称発生年月日

11人（自爆犯含む）
／約50人

23人（自爆犯含む）
／129人
（日本人1名死亡）

9人／約150人

12人／約150人

202人/209人
（日本人2名死亡）

死者数／負傷者数

自爆
（2人）

自爆
（3人）

自動車爆弾

自爆
自動車爆弾

自爆
自動車爆弾

手段

ホテル

レストラン

大使館

ホテル

ディスコ
バー

標的

ジャカルタジャカルタ爆
弾テロ事件

2009年7月17日

バリバリ島爆弾テ
ロ事件

2005年10月1日

ジャカルタオーストラリ
ア大使館前
爆弾テロ事件

2004年9月9日

ジャカルタJWマリオット

ホテル
爆弾テロ事件

2003年8月5日

バリバリ島爆弾テ
ロ事件

2002年10月12日

場所名称発生年月日

 

2002 年以降 2005 年まで，毎年 1 回は大規模な事件が発生しており，2002 年のバリ島爆弾テロ事件では，

日本人 2 名が死亡し，2005 年のバリ島爆弾テロ事件では，日本人 1 名が死亡，4 名が負傷した。 

2009 年のジャカルタ爆弾テロ事件は記憶に新しいが，2002 年以降毎年のように発生していたテロが 2006

年から 2008 年の 3 年間で一度も発生しなかったことから，突然の爆発に国際社会は大きな衝撃を受けた。標

的となったホテルは JW マリオットホテルとリッツカールトンホテルで，自爆犯 2 名による爆弾テロであっ

たが，これまでのテロに比べると被害規模は小さかった。 

このように，一連のテロ事件は，JI の選好を具体的に示す格好の材料となっている。とくに，欧米の権益

が集中するジャカルタ，とくに米系のホテルや大使館等がある地区は危険性が高いだろう。また，外国人を

狙うという意味においては，バリ島など欧米人のみならず日本人にも人気が高い観光地も同様に危険性が高

い。 

インドネシア政府によるテロ対策については前述したとおりであるが，これまで数々のテロ事件を引き起

こしてきた JI のテロ実行能力は現在も温存されていると見られることから，2010 年 10 月時点では未だ発生

していないものの，今後も同様の規模でテロが発生する可能性は残されているだろう。 

 

3.2 国内暴動・テロ 

ここでは，インドネシア国内の組織や集団による暴動・テロの発生状況について概観する。インドネシア

では，その歴史的背景から，東ティモールに代表されるような一部の自治州や部族による分離独立を目指す

動きが活発である。とくに，アチェやパプアにおける独立運動に関連して発生する暴動やテロが注目される。 

アチェ15をめぐる歴史的な経緯については他に譲るが，アチェはインド洋に面しており，東南アジアにおい

てもっとも早くイスラムの教えを受容した地域といわれている。オランダ植民地時代を経て，1949 年にイン

ドネシアが独立を果たしてからも，アチェはインドネシアを「外国」と見なして激しい抵抗運動を継続して

きた。「自由アチェ運動（Gerakan Aceh Merdeka: GAM）」はアチェ独立運動の中心となって活動している組織

                                                           
15 現在のナングロ・アチェ・ダルサラーム州（2002 年まではアチェ特別州）を指す（州都はバンダアチェ）。インドネシ

ア政府は，アチェに対し高度な自治権を認めるなど和平工作を図ってきたが，アチェには石油や天然ガスが埋蔵されてお

り，これらの利権をめぐっても対立が続いた。 
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であり，1976 年には「アチェ・スマトラ国」の独立を宣言，1979 年にはスウェーデンに亡命政府を樹立する

など，政府に対して徹底的に抗戦した。2005 年 8 月にインドネシア政府との間で和平協定が結ばれるまで，

民間人を含む 15,000 人以上が犠牲になったといわれている。 

一方，パプア（西パプア）16でもインドネシアからの分離独立を求める「自由パプア運動（Organisasi Papua 

Merdeka: OPM）」による独立運動が継続的に行われており，暴動やテロが多発している。2009 年 12 月には，

OPM の指導者であるケリー・クワリク司令官がパプア州の潜伏先で警察に銃撃され死亡したことから，住民

の抗議運動が同州各地に拡大した。 

このように，インドネシア国内においては，国際テロのみならず，分離独立を目指す国内の暴動やテロに

巻き込まれる危険性もある。しかしながら，GAM や OPM といった組織は，インドネシアからの分離独立と

いう明確な目的の下，各々が属する州を拠点として活動しており，都市部や観光地において外国人を狙った

テロを引き起こす可能性は低い。そのため，万が一，テロ等が発生したとしても被害は局限的であるが，当

該州を訪れる場合は注意が必要である17。 

なお，アチェについては，前述のとおり，GAM とインドネシア政府との間で和平合意が実現して以降，

NCTC のデータベース上には GAM によるテロ行為は公式には記録されていないが，アチェでは現在も元

GAM 兵士によると見られる放火や政治家等有力者の誘拐，暗殺が頻繁に起こっている。 

 

3.3 テロ組織の動向 

テロ組織の動向を把握することは，インドネシアにおけるテロ脅威を分析，評価する際に有効な手がかり

となる。ここでは，インドネシアにおける主な国際テロ事件に関与しているジェマ・イスラミア（JI）に焦

点を当て，その特徴や動向を分析する。 

 

概要 

JI の概要は以下のとおりである（表 2）。繰り返しになるが，インドネシア政府によるテロ対策の強化が功

を奏し，JI の弱体化は一部成功したと見てよい。一方で，数年間の空白を経て，2009 年にテロ事件が再び実

行に移されたことは，JI のネットワークが依然として強固に結びついており，爆薬等爆弾製造のための材料

を調達することが可能であることを示す結果となった。 

テロ組織が有するテロ実行能力を分析する上で，重要な要素となるのが，組織力（カリスマ指導者の存在

や海外ネットワークの構築などを含む）や資金力である。ここでは，JI の性格や特徴，及び過去に JI が実行

したテロ事件を踏まえつつ，JI が有する組織力や資金力を概観し，JI がどのようにテロを引き起こしている

のか，また，引き起こす可能性があるのか，その傾向について考察する18。 

 

                                                           
16 パプア州（旧イリアンジャヤ州）を指す（州都はジャヤプラ）。ニューギニア島の西半分にあたる（東半分はパプアニ

ューギニア領）。石油，天然ガス，銅や金など豊富な天然資源を有している。 
17 2010 年 10 月 1 日現在，ナングロ・アチェ・ダルサラーム州，パプア州及び西パプア州に対して，外務省より「渡航の

是非を検討してください」という危険情報が発出されている（外務省「インドネシアに対する渡航情報（危険情報）の発

出（2010 年 4 月 21 日）」（http://www.anzen mofa.go.jp/info/info4.asp?id=002））。 
18 本節は，International Crisis Group, 2009, “Indonesia: The Hotel Bombings,” Crisis Group Asia Briefing, 94 を参照している。 
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表 2 ジェマ・イスラミアの概要 

爆弾積載の車両（自動車）を爆破させる
自爆（簡易爆弾（Improvised Explosive Device: IED））

手段の選好

自動車爆弾：軍用高性能爆薬（100kg～200kg）
※国外から調達している可能性が高い
自爆：爆薬量10kg～20kg（バックパックやジャケットに隠し持てる程度）

※自爆テロの場合は、ベアリング状の鉄球を混ぜ殺傷力を高めて使用する

使用される爆薬
（例）

ソフトターゲット（警備の手薄い一般のホテル、レストラン等商業施設）標的の選好

2002年 バリ島爆弾テロ事件
2003年 JWマリオットホテル爆弾テロ事件
2004年 オーストラリア大使館前爆弾テロ事件
2005年 バリ島爆弾テロ事件
2009年 ジャカルタ爆弾テロ事件

※インドネシア政府によるテロ対策強化の結果として、2006年から2008年の3年間、重

大なテロ事件は発生しなかった。インドネシア国家警察によるテロリスト･セルの解体が
進められたことは事実であるが、テロ実行能力は温存されたままであったと見られる。
2009年のジャカルタ爆弾テロ事件は、このことを示す象徴的な出来事となった。

活動状況
（主要なテロ事件）

攻撃の対象

海外ネットワーク

台頭時期

勢力

結成年

米国務省（http://www.state.gov/s/ct/index.htm）
米国家テロ対策センター（http://www.nctc.gov/）
外務省海外安全ホームページ（http://www.anzen.mofa.go.jp/index.html）

情報元

欧米（キリスト教圏）の権益

自身による資金調達能力も高いが、中東の仲介者やNGOからの資金的支援も受ける資金力

アル･カーイダ、アブサヤフ（フィリピン）等

2002年以降
（米国務省により海外テロ組織（Foreign Terrorist Organization: FTO）に指定される）

不明（数百人から千人規模か）

1993年

インドネシア（本拠地）、マレーシア及びフィリピン拠点

アブ・バカル・バシル精神的指導者

インドネシア、マレーシア、タイ南部、シンガポール、ブルネイ及びフィリピン南部に
及ぶイスラム教カリフ統治国（預言者ムハンマドの後継者によるイスラム国家）の樹立
を求める東南アジアを本拠とするテログループ

概要

ジェマ・イスラミア（Jemaah Islamiya: JI）名称

爆弾積載の車両（自動車）を爆破させる
自爆（簡易爆弾（Improvised Explosive Device: IED））

手段の選好

自動車爆弾：軍用高性能爆薬（100kg～200kg）
※国外から調達している可能性が高い
自爆：爆薬量10kg～20kg（バックパックやジャケットに隠し持てる程度）

※自爆テロの場合は、ベアリング状の鉄球を混ぜ殺傷力を高めて使用する

使用される爆薬
（例）

ソフトターゲット（警備の手薄い一般のホテル、レストラン等商業施設）標的の選好

2002年 バリ島爆弾テロ事件
2003年 JWマリオットホテル爆弾テロ事件
2004年 オーストラリア大使館前爆弾テロ事件
2005年 バリ島爆弾テロ事件
2009年 ジャカルタ爆弾テロ事件

※インドネシア政府によるテロ対策強化の結果として、2006年から2008年の3年間、重

大なテロ事件は発生しなかった。インドネシア国家警察によるテロリスト･セルの解体が
進められたことは事実であるが、テロ実行能力は温存されたままであったと見られる。
2009年のジャカルタ爆弾テロ事件は、このことを示す象徴的な出来事となった。

活動状況
（主要なテロ事件）

攻撃の対象

海外ネットワーク

台頭時期

勢力

結成年

米国務省（http://www.state.gov/s/ct/index.htm）
米国家テロ対策センター（http://www.nctc.gov/）
外務省海外安全ホームページ（http://www.anzen.mofa.go.jp/index.html）

情報元

欧米（キリスト教圏）の権益

自身による資金調達能力も高いが、中東の仲介者やNGOからの資金的支援も受ける資金力

アル･カーイダ、アブサヤフ（フィリピン）等

2002年以降
（米国務省により海外テロ組織（Foreign Terrorist Organization: FTO）に指定される）

不明（数百人から千人規模か）

1993年

インドネシア（本拠地）、マレーシア及びフィリピン拠点

アブ・バカル・バシル精神的指導者

インドネシア、マレーシア、タイ南部、シンガポール、ブルネイ及びフィリピン南部に
及ぶイスラム教カリフ統治国（預言者ムハンマドの後継者によるイスラム国家）の樹立
を求める東南アジアを本拠とするテログループ

概要

ジェマ・イスラミア（Jemaah Islamiya: JI）名称

 

 

組織力 

JI はインドネシアを拠点として，マレーシア及びフィリピンにもセルを有しているといわれている。現時

点で，正確な構成員数は不明であるが，総計数百人から千人規模と推計され，アル・カーイダやフィリピン

に拠点を置く国際テロ組織「アブ・サヤフ（Abu Sayyaf）」とのネットワークを構築している。JI の精神的指

導者は，インドネシア生まれのアラブ人であるアブ・バカル・バシルであるが，2010 年 8 月，インドネシア

国家警察によりテロ容疑で身柄を拘束された。 

前述のとおり，JI 強硬派の指導者であるヌルディン・トプが死亡し，このたび，JI の精神的指導者である

バシル師が逮捕されたことから，JI の組織力は衰退したという見方もある一方，アル・カーイダのネットワ
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ークを利用し，国内外から資金を集め，爆弾テロに使用する爆発物の材料等を調達する能力を未だに有して

いるといわれている。 

 

資金力 

資金の確保方法については，大きく分けて 2 つある。ひとつは，アル・カーイダもしくはその支援者によ

る資金提供である。インドネシア当局の捜査によれば，JI は自身でも資金調達能力を有しているが，アル・

カーイダ以外にも中東の NGO などから資金の提供を受けているといわれている。 

もうひとつは，金融機関等を狙った強盗が挙げられる。これは，バリ島爆弾テロ事件（2005 年）直前にも

見られたが，2009 年のジャカルタホテル爆弾テロ事件でも，その直前に銀行強盗事件が発生している（ただ

し，当該事件との直接の因果関係は不明）。インドネシア国内では，銀行強盗事件を「テロの前兆」と捉え，

警察当局が警戒を強めることもあり，インドネシアで観光や生活をする中で銀行強盗事件の発生を耳にした

場合は，普段より注意を払ってもよいと思われる。 

 

テロの傾向 

近年，各地でテロに対する警戒が強まっていることもあり，大型の爆弾を使用したテロが発生する可能性

は低下しつつあるといわれている。テロリスト側の視点に立てば，大規模な爆弾テロを起こしにくい状況に

陥っており，テロの効果を最大限に引き出すためには，小型であっても殺傷能力の高い爆弾を使用するか，

もしくは代替手段（生物剤や化学剤等）を採用するかといった選択を迫られることになる。 

しかしながら，現実には，爆弾の材料は安価かつ容易に入手可能であること，爆弾は生物剤や化学剤等と

異なり扱いやすいこと（生物剤や化学剤は取扱いを誤った場合の危険性が高く，製造・運搬過程での事故が

起きやすい），また，爆発によって建物の崩壊や火災が発生することから視覚的なインパクトが強く，爆弾に

よるテロは人心に恐怖心を植え付けやすいことなどから，今後も爆弾がテロの有効な手段として使用される

可能性は高いと考えられる（図 4，図 5 ）19。 

また，近年では，自動車爆弾よりも自爆によるテロの方が多く発生している。自爆テロの場合は，バック

パックやジャケットに隠し持てる程度，すなわち，10 キログラムから 20 キログラム程度の爆薬を抱えて標

的に突入するというやり方が一般的であるが，より殺傷力を高めるために，ベアリング状の鉄球や釘を混ぜ

た爆弾を使用することもある。爆発の際に，無数の鉄球や釘が飛散することによって，より多くの人を殺傷

することができるからである。 

その際，使用する爆弾（もしくは爆弾の材料）をいかにして現場に持ち込むかはテロリストにとって死活

的な問題である。ただし，被害者になり得るかもしれない我々にとって，過去の事件を振り返り，実際のテ

ロ事件で使用された爆弾について，その量や運搬手段等を知ることはあまり意味がない。なぜなら，テロ事

件が一度発生すると，再発を防ぐための警備や警戒がより厳重になるため，テロリストたちも過去とは異な

るやり方で爆弾テロを起こそうとするからである。 

                                                           
19 本文中の図 4，図 5 ともに，米国家テロ対策センター（National Counterterrorism Center: NCTC）データベースより筆者

作成（出典：NCTC World Incidents Tracking System（https://wits.nctc.gov/））。 
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図  4 インドネシアにおけるテロの手段別被害者数

（2004 年～2009 年） 
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図 5 インドネシアにおける爆弾テロの年度別発生件数

（2004 年～2009 年） 

 

参考までに，2002 年のバリ島爆弾テロ事件では自動車爆弾が使われたが，現場からは離れたところで組み

立てられたといわれている。一方，2009 年のジャカルタ爆弾テロ事件では，爆弾の材料が現場となったホテ

ルの一室に持ち込まれ，明らかにその場で組み立てられた形跡があった。実際に，JW マリオットホテルの客

室内には，不発弾（実際には使用されなかった）と思われるものが発見されている。このように，爆弾がど

のように現場に持ち込まれるかについては，過去の経験が必ずしも将来予測に役立つとは限らない。 

ただし，前述のとおり，テロに対する警戒態勢が敷かれている現在では，賃貸アパートの一室やガレージ

に数週間滞在しながら自動車爆弾を組み立てるといった，容易に摘発を受けやすい行動をテロリストがとる

とは考えにくい。むしろ，2009 年のジャカルタ爆弾テロ事件のように，ホテルの一室などを利用して短時間

かつ簡易的に爆弾を組み立てて使用する傾向が強まる可能性もある。 

 

標的の選好と実行へ向けた準備 

テロリストの標的が，ホテル，ショッピングセンターやレストラン等の商業施設，いわゆるソフトターゲ

ットに移りつつあることは前述のとおりである。このことは，近年では広く認識されている事実であり，と

くに観光地におけるホテル等の警戒態勢は強化されつつある。 

2003 年にジャカルタにあるマリオットホテルを狙ったテロ事件に関与した者の一人は，米国，英国，オー

ストラリアやイスラエルにおいて抑圧されているイスラム教徒を守るために，これらの国々が所有している

施設にテロ攻撃を仕掛けることによって，人命を失わせ，財産を破壊し，人々の心に恐怖を植えつけるのだ

と話している 。さらに，インドネシアにおいてテロ攻撃を仕掛けるとしたら，バリ島とジャカルタしかあり

えないと断言するテロリストもいる。外国人観光客やビジネスマンを死亡，もしくは負傷させることによっ

て，容易に国際的なインパクトを与えることができると彼らは考えているからである。 

このように，テロリストはいったん標的を定めると，実行に至るまでの準備段階に入る。2009 年のジャカ

ルタ爆弾テロ事件は，警戒態勢が強まる中で発生した事件であり，テロリストたちがいかにしてホテルの警

備をかいくぐったのか注目が集まっているが，メディアは，事件当日のずっと以前から，実行犯の一人がホ

テルのスタッフとして送り込まれていたと報道した。また，この事件に限ったことではないが，実行犯は必



SJRM リスクレビュー ｜ Issue 13 ｜ 2010 年 10 月 

Copyright © 2010 Sompo Japan Risk Management, Inc. All rights reserved. ｜ 12 

ず何度も現場を下見し，細部までチェックすることによって警備の弱点を探し出しているといわれている。

あるテロ事件を企てて失敗した犯人は，下見のために計 16 回も現場に通ったと自供しており，テロ実行犯が

入念な準備を行っていることが窺える。 

さらに，テロリストたちは，一般的なインドネシア人宿泊客が着用している服や靴を身に付けており，歩

き方，話し方や挨拶の仕方など，インドネシア人宿泊客の立ち居振る舞いもよく研究していたといわれてい

る。このように，テロリストたちは，周到な事前準備の下に事件を計画し，事件当日を迎えていることがわ

かる。 

 

このように，JI のような豊富な資金や専門的な能力を持った構成員を有するテロ組織は，過去の経験も踏

まえながら，警備・警戒の目をかいくぐってテロを実行する高い能力を維持し続けているといえよう。実際，

JI は，アル・カーイダがグローバルに張り巡らせているネットワークの中にあり，支援者やスリーパーの協

力を得ながら秘密裏にテロ計画を実行に移してきた。そのため，今後も「いつ」「どこで」テロが発生するか

について予測することは不可能に近い。 

しかしながら，以上に見てきたように，JI の特徴や選好を把握することはインドネシアにおけるテロ脅威

を評価する際の要素となる。とくに，標的や手段の選好は，将来におけるテロ形態の予測をある程度可能に

するうえで重要である。 

それでは，インドネシアでは，どのような点に留意して対策を講じるべきなのだろうか。次節では，これ

らを踏まえて，主にインドネシアに進出する企業がとるべき対策について，具体的に示してみたい。 

 

4. 企業のテロ対策 

インドネシアにおいてこれまで発生したテロの特徴を鑑み，一般的なテロ対策に加えて，インドネシア国

内でとくに留意すべき事項についてまとめる。 

 

4.1 テロ対策全般 

テロ対策の基本は，やはり日頃から，かつ継続的に情報収集を行うことにあるだろう。我が国の企業が海

外諸国に進出する際に求められるテロ対策については，すでに多くの書籍やレポートが発表されているが，

テロ対策全般を通じていえることは，正確な情報を入手し，分析することがもっとも重要であり，現実には，

それがもっとも難しいということである。 

テレビや新聞など，メディアを通じて膨大な情報がもたらされ，インターネット上にも無数の情報があふ

れている今日，一般企業においては，テロ対策専任の従業員でもなければ，一定の選択眼や評価軸をもって

「日頃から，かつ継続的に」情報を収集，整理することは不可能に近いだろう。また，たとえ情報（information）

を収集，整理しても，その情報に分析，評価を加えた情報（intelligence）にしなければ，ただ収集しただけの

情報の価値はそれほど高くない。 

解決策のひとつとしては，現地（この場合はインドネシア）について，政治経済，文化やテロ組織の動向

までを含めた情報（intelligence）を定期的に入手することが挙げられるだろう。国内外において，危機管理（と

くにテロを含むセキュリティ分野）に関するコンサルティングサービスを提供している企業には，このよう

な情報を発信する機能を有しているところが多い。なお，こういった情報発信サービスは有償が原則である

ため，無償での情報収集を希望する場合は，やはり外務省のウェブサイトを参照することになるだろう 。い
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ずれにしても，メディアからの情報を受動的に入手するのではなく，能動的に情報を探そうとする姿勢が求

められる。 

 

国内拠点（本社等）によるテロ対策 

海外に事業所や工場を展開する企業（国内拠点）にとって，前述のとおり，日ごろの情報収集がもっとも

重要であることは言うまでもない。くわえて，万が一の際に迅速に対応できるような危機管理体制を構築す

ることが重要である。これは，企業の事業継続にも関連することであるが，不測の事態に直面したことを想

定して，安否確認を含めた連絡体制を整備し，テロ発生の際には「誰が」「どのように」対応するのかについ

て，マニュアル等を作成することが必要となるだろう。同時に，海外拠点の組織体制や業務内容について，

一元的に把握することも必要となろう。 

また，赴任する駐在員に対して，現地の状況に関する教育・研修の機会を設けることも重要である。現地

がどのような状況にあるのか，基本的な対策は何か（不特定多数の集まる場所にはなるべく近づかない，夜

間はなるべく外出しないなど）については，赴任前に正しく理解させるべきである。こういった教育・研修

に現地の法律，文化や慣習に関する内容も盛り込めば，テロ対策以外にも，現地において無用のトラブルに

巻き込まれないといった効果も併せて期待できる。 

 

海外拠点（海外事業所や工場等）によるテロ対策 

基本的に，国内拠点がとるべき対策と差異はないが，情報収集にあたっては，現地の信頼できる筋から最

新の情報を入手するように努めるべきである。入手した情報は，現地の駐在員やその家族と共有し，常に最

新の状態に保っておく必要がある。企業の垣根を超えて，滞在国における邦人の間で日常的に協調・協力関

係が生まれることが望ましい。 

海外，とくにアジア諸国において，日本企業や日本人駐在員が直接，テロの対象となることは稀である（こ

の場合，身代金目的の誘拐事件は除く）。駐在員とその家族にとって，もっとも注意すべきは，テロに「巻き

込まれる」危険性であろう。そのため，正しい情報に基づいて，無用な外出を避け，テロの標的となりそう

な場所へは近づかないというテロ対策の基本を徹底することが肝要である。もちろん，事業所や工場，さら

には駐在員住宅のセキュリティを強化し，テロリストに狙われにくい（攻撃しても失敗に終わるため意味が

ないと思わせる）環境を整備することも重要なテロ対策のひとつである。 

 

4.2 インドネシアにおける留意事項 

インドネシアでは，まず，過去に発生した事件の類型や前述した JI の特徴などを鑑みれば，都市部や観光

地における爆弾テロに対する警戒が必要である。とくに，ジャカルタやバリ島など，ビジネスや観光で外国

人が訪れる機会が多い場所では，いつテロが発生してもおかしくないと思った方がよい。 

しかしながら，発生の時期や規模については予測不可能な部分が多い。そのため，常に警戒を強いられる

ことになるが，基本的には以下のことに留意することが求められる。 

 

【1】欧米の権益を代表するような施設の利用をなるべく避ける（とくに米系ホテルをなるべく利用しな

い）。 

【2】在外公館（欧米諸国の大使館等）になるべく近づかない。 
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【3】外国人が集まるような観光地（バリ島等）では常に注意を払う。 

【4】独立記念日など，国家の祝日・休日に不特定多数が集まるような場所へはなるべく近づかない。 

【5】銀行強盗事件など，多額の現金が盗まれる事件が報道された場合は，テロ発生の前兆である可能性も

ある。報道された内容を注視し，とくに注意を払う。 

 

いつテロが発生するかわからない状況において，これらのことを継続的に行うことは難しいが，自らが巻

き込まれないためには，脅威を正しく把握し，常日頃から警戒を怠らないことが極めて重要である。 

 

おわりに 

本稿では，インドネシアを対象として，インドネシアにおけるテロの脅威とその傾向について分析した。

一概に「テロ」といっても，世界中どこでも同じようなテロが発生するとは限らない。発生する国や場所に

よってテロの形態や特徴は異なり，各々異なる対策が求められる。そのためには，過去の事件を振り返り，

どの組織がどのようなテロを繰り返し引き起こしてきたかをまず知る必要がある。過去のやり方がすべて踏

襲されるとは限らないが，テロ組織の選好や傾向を知ることは，具体的な対策を講じる上で有効な手がかり

となるだろう。 

今回は，インドネシアに拠点をおく国際テロ組織「ジェマ・イスラミア（JI）」を中心に，組織の特徴やテ

ロの傾向を過去の実例に学びながら紹介した。これまで見てきたとおり，テロの発生時期やその規模を予測

することは極めて困難であるが，テロになるべく「巻き込まれない」ためには，ビジネスや日常生活を送る

上での不可欠な知識として，インドネシアが現在おかれている状況を把握し，その上で，具体的な対策を講

じることが求められる。 
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